
５．潟の保全と活用に関する総合評価 
１）総合評価の考え方 
まず、対象地のポテンシャルを総合評価するために評価の基準として、

その地域に求められる二一ズの達成に対する時間的な緊急性、さらに

空間的な整備領域、あるいは保全の必然性を三次元的に把握して、そ

れぞれが将来変動し得ることを想定した上で現時点における調和手

法を検討する必要がある。これを概念的なモデルにしたのが図 1であ
る。この図は、現況を三次元的にとらえる解析手法を示したもので、

保全淡開発かの問題となる計画領域の調和点は各々の軸における幅

(あるいは長さ)の変動によって変化することを示している。 

 
図のような概念モデルが弁証法的に克服されたモデルに置き換えられるとすれば、その

調和点となる新たな基軸とは計画地を含めた地域の歴史・風土に育まれた文化性であろ

う。 
 
２）保全あるいは活用面における望ましい福島潟のあり方 
自然的環境の保全における評価項目ごとの必要条件と活用に関する評価項目ごとに求

められる二一ズをとりまとめて、表 3と表 4に示す。 



 

 
 
3) 各評価項目ごとの協調及び競合関係 
環境保全と活用に関するそれぞれの項目とそれらが求める必要条件とをマトリック

ス評価し、それぞれが協調関係になり得るのか、それとも競合関係になるのかの検討結

果を以下に示す。 
(1) 環境保全に関する必要条件を満足することは、活用に関する要求にもプラスに働く。 
(2) 活用に関する項目の求められる要件を満足させると、環境保全に関する項目にマイ
ナスの影響を与えるものが増加する。 
→入込者の増大、潟景観を跳望できる視点場の設置、親水エリアの造成、研究機関や

ビジターセンターの設置。 
(3) 環境保全に関する項目同志でも競合関係とたるものがある。 
→水循環をよくする、停滞水の確保、視点場の確保、植生の多様化 
 



４）実現可能な調和手法の検討 
これまで評価してきたそれぞれの項目についてどのような調和手法があるかを検

討する。 
 

(1) 競合しない以下の項目に関しては積極的に取り込んで考える。 
 

 
 
(2) 調整を必要とする項目に関しては、次のタイプごとに検討を行う。 
① 空間的なゾーン区分で対応できるものについては生物社会が棲み分けを行うよう
に、ユリアを限定した土地利用計画を行う。 

 

 
 
② 管理運営手法等のソフトによって対応すべきもの 
 

 
 
③ 上記それぞれの項目の時間的な優先順序については構想案をさらに検討した上で
決定をしていく必要がある。 
以上の点を次章の基本構想案の中で基本コンセプトに適応できる形で導入し、環境

保全と活用の調和を図ることが求められる。 
 




